
第２号議案 

定款の変更及びその認可申請について 

（案） 

１．定款の変更 

新業務への対応等のため、別紙１のとおり定款の変更案を作成し、電気事

業法（昭和３９年法律第１７０号）第２８条の３３第１号の規定に基づき 

次回総会に付議する。 

２．定款の変更の認可申請 

１．の変更案が次回総会により議決された後、電気事業法第２８条の１８

第２項及び広域的運営推進機関に関する省令（平成２６年経済産業省令 

第３６号）第４条第１項の規定に基づき、別紙２及び総会の議事録により、 

経済産業大臣に対し、定款の変更の認可申請を行う。 

以 上 

【添付資料】 

別紙１：定款変更案 新旧対照表 

別紙２：定款変更認可申請書 
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（参考）

定款の変更について

変更の概要は下記のとおりです。

記 

１．新業務への対応に関する規定の変更

【該当条文：第２８条（変更）、

附則（令和 年 月 日）第１条第２項、第２条（新設）】

・広域機関は、新たに加わる業務のための準備を行う旨規定

・広域機関役員のうち理事の定数を、５人以内とする旨規定

２．広域系統整備に関する規定の変更

２－１．広域系統整備計画策定及び届出に関する変更

【該当条文：第５条第５号の３（新設）】

・広域機関の業務として、広域系統整備交付金交付業務を実施するため、

広域系統整備計画を策定する旨規定

２－２．広域系統整備交付金交付に関する変更

【該当条文：第５条第５号の２、第５６条の２（新設）】

・広域機関の業務として、広域系統整備交付金を広域系統整備計画に 

基づき系統増強等を行う事業者に交付する旨規定

・広域機関は、広域系統整備交付金交付に要する費用に充てるため、 

卸電力取引所から翌日市場における値差収益の納付を受ける旨規定

３．災害復旧費用の相互扶助に関する規定の変更

【該当条文：第５条第９号、第７条第２項第１４号、

第３６条第５項第１０号、第５６条の３（新設）

第５７条（変更）】

・広域機関の業務として、災害等扶助交付金を交付する旨規定

・広域機関は、災害等扶助交付金交付に要する費用に充てるため、一般

送配電事業者に災害等扶助拠出金を求めることができる旨規定

以上
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別紙１ 

電力広域的運営推進機関 定款 新旧対照表 

変 更 前（変更点に下線） 変 更 後（変更点に下線） 

平成２７年４月１日施行

令和３年２月１日変更

 

定款 

 
 

 

 

 

 

電力広域的運営推進機関 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成２７年４月１日施行

令和  年  月  日変更

 

 

定款 
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変 更 前（変更点に下線） 変 更 後（変更点に下線） 

（変更履歴） 

平成２７年４月１日施行 

平成２８年４月１日変更 

平成２９年３月３１日変更 

平成３０年４月１日変更 

令和元年７月１日変更 
令和２年２月１日変更 
令和２年５月１日変更 
令和２年７月８日変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（変更履歴） 

平成２７年４月１日施行 

平成２８年４月１日変更 

平成２９年３月３１日変更 

平成３０年４月１日変更 

令和元年７月１日変更 
令和２年２月１日変更 
令和２年５月１日変更 
令和２年７月８日変更 
令和３年２月１日変更 
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変 更 前（変更点に下線） 変 更 後（変更点に下線） 

（設立の根拠） 

第４条 本機関は、電気事業法（昭和３９年法律第１７０号、以下「法」という。）により設立する。

（設立の根拠） 

第４条 本機関は、電気事業法（昭和３９年法律第１７０号。以下「法」という。）により設立する。

（業務内容） 

第５条 （略） 

一～四 （略） 

（新設） 

五 入札の実施その他の方法により発電用の電気工作物を維持し、及び運用する者を募集する業務そ

の他の発電用の電気工作物の設置を促進するための業務を行うこと。 

（新設） 

 

 

（新設） 

 

六～八 （略） 

（新設） 

 

九 （略） 

（業務内容） 

第５条 （略） 

一～四 （略） 

四の二 法第３３条の２第３項の規定による検討及び送付を行うこと。 

五 入札の実施その他の方法により発電用の電気工作物を維持し、及び運用する者その他の供給能力

を有する者を募集する業務その他の供給能力の確保を促進するための業務を行うこと。 

五の二 法第９７条第１項の卸電力取引所から法第９９条の８の規定による納付を受け、変電用、送

電用及び配電用の電気工作物の整備及び更新に関する費用の一部に充てるための交付金を交付す

ること。 

五の三 前号に掲げる業務（以下「広域系統整備交付金交付業務」という。）を実施するため、法第２

８条の４７第１項に規定する広域系統整備計画を策定すること。 

六～八 （略） 

九 電気工作物の災害その他の事由による被害からの復旧に関する費用（以下「災害等復旧費用」と

いう。）の一部に充てるための交付金（以下「災害等扶助交付金」という。）を交付すること。 

十 （略） 

（用語） 
第７条 （略） 
２ （略） 

一～七 （略） 
八 「連系線」とは、一般送配電事業者たる会員の供給区域間を常時接続する２５０キロボルト以上

の送電線及び交直変換設備をいう。 
九 「広域連系系統」とは、次のアからエに掲げる流通設備をいう。 
ア～エ （略） 

十～十二 （略） 
十三 「電源入札等」とは、将来の一定期間における需要に対する供給力が不足することが明らかに

なった後、入札の実施その他の方法により、発電用の電気工作物の新増設並びに当該電気工作物の

維持及び運用、既存の発電用の電気工作物の維持及び運用、又は休止若しくは廃止している発電用

の電気工作物の再起動並びに当該電気工作物の維持及び運用を行う者を募集するための仕組みを

いう。 

（新設） 

（用語） 
第７条 （略） 
２ （略） 

一～七 （略） 
八 「連系線」とは、一般送配電事業者たる会員の供給区域間を常時接続する２５０キロボルト以上

の交流送電線、２００キロボルト以上の直流送電線及び交直変換設備をいう。 
九 「広域連系系統」とは、次のアからエまでに掲げる流通設備をいう。 
ア～エ （略） 

十～十二 （略） 

十三 「電源入札等」とは、将来の一定期間における需要に対する供給力が不足することが明らかに

なった後、入札の実施その他の方法により、発電用の電気工作物の新増設並びに当該電気工作物の

維持及び運用、既存の発電用の電気工作物の維持及び運用又は休止若しくは廃止している発電用の

電気工作物の再起動並びに当該電気工作物の維持及び運用を行う者その他の供給能力を有する者

を募集するための仕組みをいう。 

十四 「災害等復旧費用の相互扶助」とは、法第２８条の４０第２項の規定により、災害等扶助交付

金を交付するための仕組みをいう。 

（脱退） 
第１０条 （略） 

一～五 （略） 

六 法第２７条の１２により準用する法第１４条第１項の許可（送電事業の全部の廃止に係るものに

限る。）を受けた場合 

七 （略） 

八 法第２７条の２９により準用する法第２７条の２５第１項の届出（発電事業の廃止に係るものに

（脱退） 
第１０条 （略） 

一～五 （略） 

六 法第２７条の１２において準用する法第１４条第１項の許可（送電事業の全部の廃止に係るもの

に限る。）を受けた場合 

七 （略） 

八 法第２７条の２９において準用する法第２７条の２５第１項の届出（発電事業の廃止に係るもの
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変 更 前（変更点に下線） 変 更 後（変更点に下線） 

限る。）をした場合 

九 （略） 

２ （略） 

に限る。）をした場合 

九 （略） 

２ （略） 

（会員の責務） 

第１１条 （略） 

２ （略） 

一 本機関が、法第２８条の４０第６号に基づき、指導又は勧告を行ったときは、これに従うこと。

 

二 本機関が、法第２８条の４２に基づき、報告又は資料の提出を求めたときは、遅滞なくこれに応

じること。 

三 法第２８条の４３に基づき、本機関に対し、常時その維持し、及び運用する発電用の事業用電気

工作物の発電に係る電気の量に係る情報、その供給する電気の周波数の値に係る情報その他の業務

規程で定める情報を提供すること。 

四 法第２８条の４４に基づき、小売電気事業者である会員が営む小売電気事業、一般送配電事業者

たる会員が営む一般送配電事業又は特定送配電事業者である会員が営む特定送配電事業に係る電

気の需給の状況が悪化し、又は悪化するおそれがある場合において、本機関が、当該電気の需給の

状況を改善する必要があると認めるときに、業務規程で定めるところにより行う指示に従うこと。

 

３ （略） 

（会員の責務） 

第１１条 （略） 

２ （略） 

一 本機関が法第２８条の４０第１項第６号の規定により指導又は勧告を行ったときは、これに従う

こと。 

二 本機関が法第２８条の４２第１項の規定により報告又は資料の提出を求めたときは、遅滞なくこ

れに応じること。 

三 法第２８条の４３の規定により、本機関に対し、常時その維持し、及び運用する発電用の事業用

電気工作物の発電に係る電気の量に係る情報、その供給する電気の周波数の値に係る情報その他の

業務規程で定めるものを提供すること。 

四 法第２８条の４４第１項の規定により、小売電気事業者たる会員が営む小売電気事業、一般送配

電事業者たる会員が営む一般送配電事業又は特定送配電事業者たる会員が営む特定送配電事業に

係る電気の需給の状況が悪化し、又は悪化するおそれがある場合において、本機関が、当該電気の

需給の状況を改善する必要があると認めるときに、業務規程で定めるところにより行う指示に従う

こと。 

３ （略） 

（会員に対する制裁） 
第１２条 （略） 

一～六 （略） 

七 前各号のほか、送配電等業務の円滑な実施を著しく阻害すると認められる行為を行ったとき 

 

２～４ （略） 

５ 会員は、第１項の規定により会員の権利の停止又は制限の制裁を科された場合においても、その期

間中、前条第１項から第３項に規定する会員としての責務を全て履行しなければならない。 

（会員に対する制裁） 
第１２条 （略） 

一～六 （略） 

七 前各号に掲げるもののほか、送配電等業務の円滑な実施を著しく阻害すると認められる行為を行

ったとき 

２～４ （略） 
５ 会員は、第１項の規定により会員の権利の停止又は制限の制裁を科された場合においても、その期

間中、前条第１項から第３項までに規定する会員としての責務を全て履行しなければならない。 

（異議の申立て） 
第１６条 （略） 
２ （略） 
３ 前条第１項の規定は、本機関が前項の規定に基づき会員に対する制裁を議決したときに準用する。

４ 第１項、第２項及び前条第１項の規定は、会員が第２項の規定に基づき理事会で議決された制裁に

ついて不服があるときに準用する。この場合において、「前条第１項の規定による通知を受けた日」

は「前項の規定により準用される前条第１項の規定による通知を受けた日」と、「規律調査会」は「理

事会」と、「理事会」は「総会」と読み替えるものとする。 

（異議の申立て） 
第１６条 （略） 

２ （略） 
３ 前条第１項の規定は、本機関が前項の規定により会員に対する制裁を議決したときに準用する。 

４ 第１項、第２項及び前条第１項の規定は、会員が第２項の規定により理事会で議決された制裁につ

いて不服があるときに準用する。この場合において、「前条第１項の規定による通知を受けた日」は

「前項において準用する前条第１項の規定による通知を受けた日」と、「規律調査会」は「理事会」

と、「理事会」は「総会」と読み替えるものとする。 

（総会） 

第１７条 （略） 

２・３ （略） 

４ 第２３条第３項又は第２４条第４項により議決権を有しなくなった者を含め、全ての会員は総会に

出席し、意見を述べることができる。 

（総会） 

第１７条 （略） 

２・３ （略） 

４ 第２３条第３項又は第２４条第４項の規定により議決権を有しなくなった者を含め、全ての会員は

総会に出席し、意見を述べることができる。 
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変 更 前（変更点に下線） 変 更 後（変更点に下線） 

（審議事項） 

第１８条 （略） 

一～六 （略） 

七 第１６条第４項により準用される同条第１項に基づく異議の申立てをした会員に対する制裁の

可否及び内容の決定 

八 第３０条第３項により読み替えて準用される第１６条第１項に基づく異議の申立てをした役員

又は役員であった者に対する処分等の措置の可否及び内容の決定 

九 （略） 

２ （略） 

一 （略） 

二 前号のほか、理事会が必要と認める事項 

３ （略） 

（決議事項） 
第１８条 （略） 

一～六 （略） 

七 第１６条第４項において準用する同条第１項の規定による異議の申立てをした会員に対する制

裁の可否及び内容の決定 

八 第３０条第３項において読み替えて準用する第１６条第１項の規定による異議の申立てをした

役員又は役員であった者に対する処分等の措置の可否及び内容の決定 

九 （略） 

２ （略） 

一 （略） 

二 前号に掲げるもののほか、理事会が必要と認める事項 

３ （略） 

（議決権） 

第２３条 総会の日の３０日前の時点における会員を、議決権を有する会員とする。ただし、当該会員

が第３項若しくは次条第４項により議決権を有しない会員となる場合又は第１２条第１項により議

決権の制限若しくは停止の制裁を科された場合は、この限りではない。 

２ 前項にかかわらず、本機関は、必要と認める場合は、前項の期日後に会員となった者の全部又は一

部について、議決権を有する者と定めることができる。 

３ （略） 

（議決権） 
第２３条 総会の日の３０日前の時点における会員を、議決権を有する会員とする。ただし、当該会員

が第３項若しくは次条第４項の規定により議決権を有しない会員となる場合又は第１２条第１項の

規定により議決権の制限若しくは停止の制裁を科された場合は、この限りではない。 

２ 前項の規定にかかわらず、本機関は、必要と認める場合は、前項の期日後に会員となった者の全部

又は一部について、議決権を有する者と定めることができる。 

３ （略） 

（議決権の配分） 

第２４条 （略） 

２・３ （略） 

４ 前項にかかわらず、次の各号に掲げる場合においては、当該会員の総体を一の会員とみなすことと

し、次項により、当該会員のうちの一の会員がその議決権を有し、他の会員はこれを有しないものと

する。 

一・二 （略） 

５ （略） 

（議決権の配分） 

第２４条 （略） 

２・３ （略） 

４ 前項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる場合においては、当該会員の総体を一の会員とみなす

こととし、次項の規定により、当該会員のうちの一の会員がその議決権を有し、他の会員はこれを有

しないものとする。 

一・二 （略） 

５ （略） 

（役員の定数等） 
第２８条 本機関には、役員として、理事長１人、理事４人以内及び監事２人以内を置く。 

２ （略） 

（役員の定数等） 
第２８条 本機関には、役員として、理事長１人、理事５人以内及び監事２人以内を置く。 

２ （略） 

（役員の行動規範等） 

第３０条 （略） 

２ （略） 

３ 本機関は、役員又は役員であった者が、第１項の行動規範に違反したときその他必要があると認め

るときは、第１３条から第１６条の規定を準用し、当該役員又は役員であった者に対し、必要な処分

等の措置を科すものとする。この場合、第１３条から第１６条における「会員」は「役員又は役員で

あった者」と、「制裁」は「処分等の措置」と読み替えるものとする。 

（役員の行動規範等） 

第３０条 （略） 

２ （略） 

３ 本機関は、役員又は役員であった者が、第１項の行動規範に違反したときその他必要があると認め

るときは、第１３条から第１６条までの規定を準用し、当該役員又は役員であった者に対し、必要な

処分等の措置を科すものとする。この場合、第１３条から第１６条までにおける「会員」は「役員又

は役員であった者」と、「制裁」は「処分等の措置」と読み替えるものとする 

別紙：役員行動規範 
第７条 役員は、法第２８条の３０に基づき、刑法（明治４０年法律第４５号）その他の罰則の適用に

ついては、法令により公務に従事する者とみなされることを踏まえ、国家公務員倫理規程（平成１２

年政令第１０１号）その他の法令を踏まえ、業務上、業務外を問わず、適切に行動しなければならな

別紙：役員行動規範 
第７条 役員は、法第２８条の３０の規定により、刑法（明治４０年法律第４５号）その他の罰則の適

用については、法令により公務に従事する者とみなされることを踏まえ、国家公務員倫理規程（平成

１２年政令第１０１号）その他の法令を踏まえ、業務上、業務外を問わず、適切に行動しなければな
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変 更 前（変更点に下線） 変 更 後（変更点に下線） 

い。 らない。 

（理事会の構成・役割） 

第３６条 （略） 

２～４ （略） 

５ （略） 

一～九 （略） 

（新設） 

十～十七 （略） 

（理事会の構成・役割） 

第３６条 （略） 

２～４ （略） 

５ （略） 

一～九 （略） 

十 災害等復旧費用の相互扶助に関する事項 

十一～十八 （略） 

（評議員会の尊重義務） 
第４０条 （略） 
２ 第３６条第５項第１号のうち定款、予算、業務規程、決算、事業計画及び事業報告書に関する事項

並びに同項第２号から第６号及び第８号の事項は、理事会の議決に先だって、評議員会の議決を経な

ければならない。 

（評議員会の尊重義務） 
第４０条 （略） 
２ 第３６条第５項第１号のうち定款、予算、業務規程、決算、事業計画及び事業報告書に関する事項

並びに同項第２号から第６号まで及び第８号の事項は、理事会の議決に先だって、評議員会の議決を

経なければならない。 

（評議員会の設置） 
第４３条 （略） 

２ （略） 

３ 評議員会は、次の各号に掲げる事項について、一定の期間ごとに確認し、必要に応じ第４７条に基

づき理事長に対し意見を述べる。 

一～七 （略） 

（評議員会の設置） 
第４３条 （略） 

２ （略） 

３ 評議員会は、次の各号に掲げる事項について、一定の期間ごとに確認し、必要に応じ第４７条の規

定により理事長に対し意見を述べる。 

一～七 （略） 

（評議員会の議事） 
第４５条 （略） 

２・３ （略） 

４ 前項にかかわらず、第５１条に規定する評議員の辞任勧告に関する議事は、全評議員の４分の３以

上の賛成により決する。 

（評議員会の議事） 
第４５条 （略） 

２・３ （略） 

４ 前項の規定にかかわらず、第５１条に規定する評議員の辞任勧告に関する議事は、全評議員の４分

の３以上の賛成により決する。 

（容量拠出金） 
第５５条の２ （略） 

２ （略） 

３ 一般送配電事業者又は小売電気事業者たる会員は、前項に基づく本機関の求めに応じ、必要な情報

を提出しなければならない。 

４ （略） 

５ 一般送配電事業者又は小売電気事業者たる会員は、第１項に基づく本機関からの容量拠出金の請求

を受けてから１か月以内に容量拠出金を納入しなければならない。 

（容量拠出金） 
第５５条の２ （略） 

２ （略） 

３ 一般送配電事業者又は小売電気事業者たる会員は、前項の規定による本機関の求めに応じ、必要な

情報を提出しなければならない。 

４ （略） 

５ 一般送配電事業者又は小売電気事業者たる会員は、第１項の規定による本機関からの容量拠出金の

請求を受けてから１か月以内に容量拠出金を納入しなければならない。 

（電源入札拠出金） 
第５６条 （略） 

２ （略） 

３ 一般送配電事業者たる会員は、前各項に基づく本機関の求めに応じ、指定された期限までに電源入

札拠出金を納入しなければならない。 

（電源入札拠出金） 
第５６条 （略） 

２ （略） 

３ 一般送配電事業者たる会員は、第１項の規定による本機関の求めに応じ、指定された期限までに電

源入札拠出金を納入しなければならない。 

（新設） （地域間売買取引の決済に係る利益の納付） 

第５６条の２ 本機関は、広域系統整備交付金交付業務に要する費用に充てるため、法第９９条の８の

規定により、卸電力取引所から翌日市場における地域間の売買取引の決済に係る収入からその決済に
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変 更 前（変更点に下線） 変 更 後（変更点に下線） 

要する費用を控除した金額の納付を受けるものとする。 

（新設） （災害等扶助拠出金） 

第５６条の３ 本機関は、一般送配電事業者たる会員に対し、毎年度、災害等復旧費用の一部に充てる

ための交付に係る拠出金（以下「災害等扶助拠出金」という。）を求めることができる。 

２ 災害等扶助拠出金の額、納入期限その他の災害等扶助拠出金の納入に関する事項は、理事会の議決

により定める。 

３ 一般送配電事業者たる会員は、第１項の規定による本機関の求めに応じ、指定された期限までに災

害等扶助拠出金を納入しなければならない。 

（滞納者への対応） 

第５７条 本機関は、会員が、会費、特別会費、容量拠出金若しくは電源入札拠出金の滞納又はその不

当な減額を行った場合、理事会の議決を経て、当該会員の名称を公表することができる。 

（滞納者への対応） 

第５７条 本機関は、会員が、会費、特別会費、容量拠出金、電源入札拠出金若しくは災害等扶助拠出

金の滞納又はその不当な減額を行った場合、理事会の議決を経て、当該会員の名称を公表することが

できる。 

（財務諸表等の提出） 
第６１条 （略） 

２ 前項により承認を受けた財務諸表等は、本機関の事務所における備え置きその他の方法により公表

する。 

（財務諸表等の提出） 
第６１条 （略） 

２ 前項の規定により承認を受けた財務諸表等は、本機関の事務所における備え置きその他の方法によ

り公表する。 

（紛争解決パネル） 
第６３条 本機関が、法第２８条の４０第７号に規定する送配電等業務についての電気供給事業者の紛

争の解決を行う場合において、裁判外紛争解決手続の利用の促進に関する法律（平成１６年法律第１

５１号）に定める民間紛争解決手続を行うときは、同法第２条第２号に定める手続実施者として、本

機関に、役職員以外の学識経験者、弁護士等によって構成する紛争解決パネルを置く。 

（紛争解決パネル） 
第６３条 本機関が、法第２８条の４０第１項第７号に規定する送配電等業務についての電気供給事業

者の紛争の解決を行う場合において、裁判外紛争解決手続の利用の促進に関する法律（平成１６年法

律第１５１号）に定める民間紛争解決手続を行うときは、同法第２条第２号に定める手続実施者とし

て、本機関に、役職員以外の学識経験者、弁護士等によって構成する紛争解決パネルを置く。 

（新設） 附則（令和 年 月 日） 

（施行期日） 

第１条 この定款は、経済産業大臣の認可を受けた日から施行する。 

２ 前項の規定にかかわらず、第２８条の規定は、令和４年４月１日又は経済産業大臣の認可を受けた

日のいずれか遅い日から施行する。 

 

（強靱かつ持続可能な電気供給体制の確立を図るための電気事業法等の一部を改正する法律に係る業

務に関する準備行為） 

第２条 本機関は、強靱かつ持続可能な電気供給体制の確立を図るための電気事業法等の一部を改正す

る法律（令和２年法律第４９号）の施行の日（令和４年４月１日）前において、同法第３条の規定に

よる改正後の再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法（平成２３年法律第１０８

号）の規定により本機関が行う業務に必要な準備行為を行うものとする。 
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別紙２ 

様式第３（第４条関係） 

定款変更認可申請書 

令和３年３月 日 

経済産業大臣殿 

電力広域的運営推進機関 

理事長 金本 良嗣 

住 所 東京都江東区豊洲６－２－１５ 

 電気事業法第 28 条の 18 第２項の規定に基づき、定款の変更の認可を受けたい

ので、下記のとおり申請します。 

記 

１ 変更しようとする内容 

別紙１のとおり。※添付略 

２ 変更しようとする年月日 

(1)経済産業大臣の認可を受けた日。

(2)(1)にかかわらず、第 28 条の規定は、令和４年４月１日又は経済産業大臣

の認可を受けた日のいずれか遅い日。

３ 変更しようとする理由 

新業務への対応に関する変更等を行うため。 

４ 定款の変更の認可を申請するまでの経過の概要 

別紙２のとおり。 
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別紙２ 

定款の変更の認可を申請するまでの経過の概要 

（将来見込みを含む案） 
定款の変更の認可を申請するまでの経過の概要は、以下のとおり。 

 
 

時期 経過の概要 

令和２年 12 月 23 日 

  ～ 

令和３年１月 19 日 

・本変更案（別紙１。以下同じ。）が会員その他の事業者の事

業活動に重大な影響を及ぼす事項であることから、業務規

程第６条第１項の規定により、会員その他の事業者の意見

聴取を実施。 

・意見は０件（令和３年１月 26 日、意見聴取結果を本機関ウ

ェブサイト上にて公表。）。 

令和３年２月１日 ・経済産業大臣が現行の定款の変更の認可。 
令和３年２月４日 ・2020 年度第４回評議員会により、本変更案を議決。 

令和３年２月４日 ・第 279 回理事会において、本変更案を議決。 

令和３年３月２日 ・第 11 回通常総会において、本変更案を議決。 
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